





































Education Methods for Active Learning in“Teaching Methods of
Integrated Studies and Special Activities”：
Focusing on Peace Studies













































































































































「冒頭陳述 YES 側（3分）」、「冒頭陳述 NO 側
（3分）」、「作戦タイム（2分）：YES 側、NO 側
それぞれグループで反論の作戦を立てる」、「反
















































































様と俺とは 同期の桜 同じ兵学校の 庭に咲





























































（Live and Let Die!）と考えることと、軍縮と自
衛隊を国際救助隊へと改編することによって
教職課程科目「総合的な学習の時間及び特別活動の指導法」における「主体的、対話的で深い学び」のための教育方法の実践 43
「自他ともに活かす」（Live and Let Live!）方法
を模索することとでは、本当はどちらが日本を
守ることに寄与することなるのか、と。
また、「予習ノート」における第 4の点、即
ち、被爆体験と平和学習に関連して、日本は核
兵器による被害の悲惨さを世界中に伝えていく
役割を担い続けていく必要があると同時に、ア
ジア・太平洋地域において、植民地化の暴力を
行使した加害者でもあったことを認識する必要
がある。そして、植民地化と戦争に関する責任
の問題を、パックス・アメリカーナ（Pax
Americana：米国の世界的な覇権下での平和）
のもとでの戦後の日本の国民主義との関連か
ら、考察しなければならない8）。
それでは、これらの各点を踏まえた上で、平
和学習に関して再考すべきことは何か。それ
は、「平和」と「戦争」を、「主体」の形成とい
う観点から考察すべきではないかということで
あろう。これから、今後、どのような社会を構
想し、実現していくべきなのか。これまでのよ
うな「日本国」「日本国民」の固有性、独自性
を専ら主張する、内向きの国民主義に基づいた
社会なのか。それとも、外部に開かれた、多文
化、複文化の多様性を認め、共生を模索してい
くような社会なのか。今後の社会を担う次世代
はどのような「主体」となっていくべきなの
か。先行世代は次世代の「主体」形成に対し
て、どのように関わりをもつことができるの
か。どのような教育により、どのような「主
体」形成が促されるのか。それは、国家のため
に「死ぬ力」を身につけさせる精神教育なの
か。それとも、そのような「国民的主体」とな
ること以外の未来を切り開く「主体」なのか。
過去の戦争について知り、未来の平和を構想す
るためには、どのような対話を通じて、どのよ
うな「深い学び」を探求していくべきなのか。
この点についてのさらなる検討をこれからの課
題としたい。
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